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「地域の支え合い・助け合い活動に関するアンケート調査」結果のポイントについて 

 

 地域の絆づくりに向けた施策を推進するため、県が実施した「地域の支え合い・助け合い活動に関す

るアンケート調査」結果のポイントを取りまとめましたので、お知らせします。 

なお、今後、調査結果を最終報告書として取りまとめ、公表する予定です。 

 

１ 調査の目的 

  地域の絆づくりに向けた施策を企画・立案するための基礎資料を得ることを目的として、県内の民

生委員や自治会・ＮＰＯ等の地域コミュニティ団体が行っている地域の支え合い・助け合い活動の実

態及び課題を把握する。 

 

２ 調査の概要 

（１）調査対象者 

  ①連合自治会長等（以下「自治会長」と表記） ６３０人 

  ②単位民生委員児童委員協議会長（以下「民生委員」と表記） ２４７人 

  ③ＮＰＯ法人 ６３９団体 

  ④社会福祉法人 ２７９団体 

 

（２）調査方法 

   調査対象者に対し、調査票を郵送する方法でアンケートを実施 

 

（３）調査内容 

  ①地域における人と人とのつながりの現状 

  ②地域で孤立状態にあると想定される方及びその把握方法 

③地域における支え合い・助け合い活動の現状 

④自治会運営や地域における支え合い・助け合い活動を行う上での課題 など 

 

（４）実施時期 

   平成２３年８月下旬～９月中旬 

 

（５）回答者数及び回答率 

  ①自治会長   ４８６人（回答率７７．１％） 

  ②民生委員   １９５人（回答率７８．９％） 

  ③ＮＰＯ法人  ３０４団体（回答率４７．６％） 

  ④社会福祉法人 １６５団体（回答率５９．１％） 
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３ 主な結果 

 （１）地域における人と人とのつながりについて 

   ①地域における人と人とのつながりが「弱くなっている」、「やや弱くなっている」とする割合

は、自治会長が 63.2％、民生委員が 68.9％となり、ともに６割を超える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ②自治会長を対象に、地域における人と人とのつながりが必要な理由を尋ねたところ、「災害時

に助け合うため」が 82.4％と最も多く、次いで「地域で孤立する人をつくらないため」、「病

気やケガ等の緊急時に助け合うため」などが続く。 

地域における人と人とのつながりが必要な理由（n=477）

82.4

50.7
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29.8
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1.9
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災害時に助け合うため

地域で孤立する人をつくらないため

病気やケガ等の緊急時に助け合うため

地域の環境や伝統・文化等を維持・継承するため

一人暮らしの高齢者等の見守り活動を行うため

地域ぐるみで防犯活動を行うため

地域ぐるみで子育てを支援するため

生活上の悩みや困りごとを相談し合うため

悪質商法・詐欺等の被害防止のため

その他

(%)

 
 

 

 

 

 

 

調査対象：自治会長 調査対象：民生委員 

調査対象：自治会長 

地域における人と人とのつながり（n=486）
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地域における人と人とのつながり（n=193）
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複数回答３つまで 
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（２）自治会運営上の課題について 

    自治会長を対象に、自治会運営上の課題について尋ねたところ、「会員の高齢化が進んでい

る」（53.6％）、「活動の役員のなり手、担い手が少ない」（53.2％）と回答した割合が高く、

次いで「役員の負担が重い」（37.0％）、「行事などへの参加者が少ない」（36.8％）などと

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）地域で孤立状態にあると想定される方について 

   ①民生委員を対象に、地域で孤立状態にあると想定される方について尋ねたところ、「単身世帯

（高齢者）」と回答した割合が 79.4％と突出して高く、次いで「高齢夫婦世帯」、「生活保護

世帯」、「単身世帯（非高齢者）」、「ニート・ひきこもり」、「障がい者」などとなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象：自治会長 

自治会運営上の課題（n=481）
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(%)

複数回答３つまで 

調査対象：民生委員 

地域で孤立状態にあると想定される人（n=189）
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②民生委員を対象に、孤立状態にある方の把握方法について尋ねたところ、「近隣住民からの連

絡」、「民生委員・児童委員同士の情報交換」、「定期的に担当地区を巡回・安否確認」がい

ずれも 70％前後と多い。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ＮＰＯ法人を対象に、支援対象者及び対応している社会的問題について尋ねたところ、「高

齢者世帯」が 50.4％と最も多く、次いで「単身高齢者」（46.3％）、「知的障がい者」

（39.0％）、「身体障がい者」（38.2％）、「精神障がい者」（35.0％）、「認知症高齢

者」（32.5％）と続く。 

対象者及び対応している社会的問題（n=123）
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%

 
調査対象：ＮＰＯ法人 

支援対象者及び対応している社会的問題（n=123） 

調査対象：民生委員 

地域で孤立状態にある方の把握方法（n=194）
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民間福祉団体からの連絡
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(%)
複数回答あてはまるもの全て 
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④社会福祉法人を対象に、対象としている社会的孤立の状態にある方について尋ねたところ、

「単身世帯（高齢者）」が 44.7％と最も多く、次いで「子育て中の母親」（42.1％）、

「高齢夫婦世帯」（38.2％）、「知的障がい者」（27.6％）、「ひとり親世帯（母子・父子

家庭）」（26.3％）、「身体障がい者」（23.7％）、「精神障がい者」（22.4％）と続く。 

 

対象としている社会的孤立の状態にある方（n=76） 

44.7

42.1

38.2

27.6

26.3

23.7

22.4

15.8

0 10 20 30 40 50

単身世帯（高齢者）

子育て中の母親

高齢夫婦世帯

知的障がい者

ひとり親世帯（母子・父子家庭）

身体障がい者

精神障がい者

介護者

%

7.9

5.3

5.3

5.3

3.9

1.3

1.3

9.2

0 10 20 30 40 50

生活保護世帯

単身世帯（非高齢者）

ニート・ひきこもり

不登校児童生徒

在住外国人

ホームレス

フリーター

その他

%

 
 

 （４）地域における支え合い・助け合い活動について 

   ①現在、連携・協力している関係機関・団体は、自治会長、民生委員ともに「地域や近隣の民生

委員・児童委員」が最も多く（自治会長 95.3％、民生委員 80.6％）、そのほか、「地域包括

支援センター」、「社会福祉協議会」、「老人クラブ・女性団体等の地域団体」などと続く。 

   ②今後、連携・協力したい関係機関・団体は、自治会長、民生委員ともに「民間事業者（郵便局、

新聞販売店、電気・ガス、水道等）」が最も多い（自治会長 43.2％、民生委員 46.8％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象：社会福祉法人 

複数回答あてはまるもの全て 
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民間事業者（郵便局、新聞販売店、電気・ガス、水道等）

その他

％

現在連携・協力（n=468)

今後連携・協力したい（n=294）

複数回答あてはまるもの全て 

調査対象：自治会長 

現在連携・協力している団体及び今後連携・協力したい団体 
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③現在、地元自治会と「日常的に連携している」、「必要に応じて連携している」と回答したＮＰ

Ｏ法人は 55.0％、社会福祉法人は 73.8％となっている。また、４分の１のＮＰＯ法人が「現在

連携はないが今後、連携・協力したい」（25.0％）と回答している。 

 

 

 

 

 

（５）地域における支え合い・助け合い活動を行う上での課題について 

   ①自治会長を対象に、地域における支え合い・助け合い活動を行う上での課題・問題について尋

ねたところ、「個人情報保護法による情報不足」が 58.9％と最も多く、次いで「活動の担い手

不足」、「住民同士の支え合い意識の低さ」などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象：民生委員 

地元自治会との連携状況（n=120）
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調査対象：社会福祉法人 調査対象：ＮＰＯ法人 

調査対象：自治会長 

課題・問題となっていること（n=455）
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   ②民生委員を対象に、普段の活動において困っている・苦労していることを尋ねたところ、「対

応する問題が複雑化・深刻化している」が 50.5％と最も多く、次いで「担当地区で孤独死や消

費者被害などの事件が起こることへの不安感」などが続く。 

困っている・苦労していること（n=190)

33.7

22.1

18.4
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行政の支援が不十分

（行政以外の）地域の関係団体・関係者とうまく連携できない

責任の重い見守りを依頼される

訪問しても会ってもらえない（関わりを拒む）

本人や家庭のことを話してもらえない

対象者の個人情報について守秘義務のない人から情報提供を求められる

専門的な支援を必要とするケースで、どこに相談していいかわからない

その他

(%)

 

 

 

 

   ③ＮＰＯ法人及び社会福祉法人を対象に、今後、地域で活動を充実させるために必要な取り組み

について尋ねたところ、いずれの法人も「近隣住民が日常的に支え合い・助け合う仕組みづく

り」と回答した割合が最も高く（ＮＰＯ法人 42.9％、社会福祉法人 53.2％）、続いて「支援

が必要な人の情報が関係機関・団体間で共有できる仕組みづくり」や「地域住民の支え合い意

識の醸成」が多い。 

今後、地域における支え合い・助け合い活動を充実させていくために必要と思うこと（n=294）
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くり

地域住民の支え合い意識の醸成

ボランティア団体・他のＮＰＯとの連携

地域住民、民生委員や自治会等と専門的な支援を行う関係機関・
団体との連携

住民ボランティアの活動をコーディネートする仕組みづくり

住民ボランティアの育成や活動支援

まちづくり協議会の活動として取り組む

民生委員や福祉委員の活動支援

当事者組織づくりや活動支援

その他

％
 

調査対象：民生委員 

調査対象：ＮＰＯ法人 

複数回答３つまで 

複数回答３つまで 


